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1. 平成29年3月期の業績（平成28年4月1日～平成29年3月31日）

(1) 経営成績 （％表示は対前期増減率）

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

29年3月期 765 88.1 △23 ― △27 ― △49 ―

28年3月期 407 275.4 12 ― 10 ― 8 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

29年3月期 △6.38 ― △6.9 △3.1 △3.0

28年3月期 1.15 ― 1.2 1.2 3.0

（参考） 持分法投資損益 29年3月期 ―百万円 28年3月期 ―百万円

(注)　当社は、平成28年9月1日付けで普通株式1株につき3株の割合で株式分割を行っております。これに伴い、前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと
仮定して「1株当たり当期純利益」を算定しております。

(2) 財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

29年3月期 869 694 79.9 88.82

28年3月期 899 743 82.7 95.22

（参考） 自己資本 29年3月期 694百万円 28年3月期 743百万円

(注)　当社は、平成28年9月1日付けで普通株式1株につき3株の割合で株式分割を行っております。これに伴い、前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと
仮定して「1株当たり当期純資産」を算定しております。

(3) キャッシュ・フローの状況
営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

29年3月期 △50 △1 6 326

28年3月期 △102 ― 59 372

2. 配当の状況

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
純資産配当

率第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

28年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―

29年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―

30年3月期(予想) ― ― ― ― ― ―

3. 平成30年 3月期の業績予想（平成29年 4月 1日～平成30年 3月31日）
（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 966 26.2 25 ― 6 ― 5 ― 0.75



※ 注記事項

(1) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 　：　有

② ①以外の会計方針の変更 　：　無

③ 会計上の見積りの変更 　：　無

④ 修正再表示 　：　無

(2) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 29年3月期 8,113,800 株 28年3月期 8,113,800 株

② 期末自己株式数 29年3月期 300,412 株 28年3月期 300,291 株

③ 期中平均株式数 29年3月期 7,813,433 株 28年3月期 7,813,509 株

(注)　当社は、平成28年9月1日付けで普通株式1株につき3株の割合で株式分割を行っております。これに伴い、前事業年度の期首に当該株式分割が行

われたと仮定して「発行済株式数」を算定しております。

※ 決算短信は監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んでおります。実際の業績等は様々な要

因により予想数値とは大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び予想数値のご利用にあたっての注意事項については、添付資料P4の「1.経
営成績等の概況　（4）今後の見通し」をご覧下さい。
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１．経営成績等の概況

(1）当期の経営成績の概況

 当事業年度における我が国経済は、実質GDPで前年比＋1.3％と２年連続プラス成長を維持する見込みでありま

す。2017年３月の日銀短観によれば、大企業製造業の業況判断指数(DI)は、鉄鋼や化学の改善が寄与し、前回

（2016年12月）から２ポイント改善して12となりました。景況感の回復は中小企業にも広まり、製造業では前回か

ら１ポイント改善の５となりました。日経平均株価の推移につきましては、2016年６月24日の14,864円を底とし

て、企業業績の持ち直しや米国トランプ政権に対する期待と相まって2017年３月２日には19,668円まで上昇しまし

た。しかし、トランプ政権の政策実行力に対する不安や韓国大統領の逮捕、北朝鮮の軍備増強、フランス政権の極

右政党台頭懸念等、地政学リスクに左右される経済環境が依然として継続しております。

 不動産業界におきましては、業態による景況感の違いが現れました。2017年１月１日時点の公示地価は２年連続

で上昇し、東京圏では商業地・住宅地ともに上昇しました。一方、2016年４月から2017年２月までの新設住宅着工

戸数は898,250戸となり、前年同期比6.3％の増加となっております。マンションが契約率低下により前年比

▲3.1％となる一方、プレハブやツーバイフォーは相続税対策の貸家着工等で増加となりました。

 三鬼商事によれば2017年２月の東京都心５区(千代田・中央・港・新宿・渋谷)の平均空室率は3.70%となり、前

月比0.04%低下しました。旺盛なビジネス需要を背景にして期初の４%台から安定して３%台へと空室率が低下して

おります。 

  こうした状況下におきまして当社は収益獲得のさらなる強化に努めてまいりました。不動産投資業務につきまし

ては、自社で新築賃貸マンションを開発し販売、事務所ビルの取得及び販売を行った他、中古区分のマンションを

取得し、改装後、販売しました。不動産担保ローン業務につきましては、資金需要の把握に努めて貸し出し残高の

伸長を図り、収益を獲得しました。 

 以上の結果、当事業年度における営業収益は765,828千円（前年同期比88.1％増）、営業損失は23,071千円（前

年同期は営業利益12,331千円）、経常損失は27,661千円（前年同期は経常利益10,788千円）、当期純損失は49,882

千円（前年同期は当期純利益8,997千円）となりました。

 

（2）当期の財政状態の概況

（流動資産） 

 当事業年度末における流動資産の残高は862,819千円となり、前事業年度末比11,338千円の減少となりました。

これは主に販売用不動産が74,970千円、現預金が44,955千円減少した一方で、営業貸付金が116,900千円増加した

ことによるものであります。

（固定資産）

  当事業年度末における固定資産の残高は6,294千円となり、前事業年度末比18,820千円の減少となりました。

これは主に投資有価証券が18,909千円減少したことによるものであります。

（流動負債）

  当事業年度末における流動負債の残高は171,464千円となり、前事業年度末比16,160千円の増加となりまし

た。これは主に未払消費税が8,606千円,短期借入金が6,140千円増加したことによるものであります。

（純資産） 

 当事業年度末における純資産の残高は694,010千円となり、前事業年度末比49,958千円の減少となりました。

これは主に当期純損失49,882千円の計上によるものであります。
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（3）当期のキャッシュ・フローの概況

 当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の残高は326,332千円となり、前事業年度

末比45,957千円の減少となりました。

 当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

 営業活動の結果使用した資金は50,853千円（前年同期は102,497千円の使用）となりました。これは主に営業

貸付金の増加116,900千円があった一方で、販売用不動産の減少74,970千円があったことによるものでありま

す。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

 投資活動の結果、使用した資金は1,168千円となりました。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

 財務活動の結果得られた資金は6,064千円（前年同期は59,065千円の収入）となりました。これは主に借入れ

による収入339,500千円があった一方で、借入金の返済による減少333,360千円があったことによるものでありま

す。
 

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移

  平成25年３月期 平成26年３月期 平成27年３月期 平成28年３月期 平成29年３月期

自己資本比率（％） 98.6 97.2 88.5 82.7 79.9 

時価ベースの自己資本比率

（％）
131.4 115.6 273.6 248.7 355.7

キャッシュ・フロー対有利子

負債比率（％）
－ － 64.2 △139.5 △293.3

インタレスト・カバレッジ・

レシオ（倍）
－ － 149.5 △71.8 △11.1

（注）１．各指標の算式は以下のとおりであります。

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数により算出しております。

３．キャッシュ・フローは営業活動によるキャッシュ・フローを利用しております。
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(4）今後の見通し 

 世界経済におきましては、５月７日に開催される仏大統領選挙第２回投票、秋に開催される独連邦議会選挙等の

政治日程及び米国公開市場委員会(FOMC)の利上げ回数等が注目されています。日本経済の2017年度GDP成長率は、

2016年度と同じ1.3%程度のプラス成長が予想されています。 

 不動産業界におきましては、不動産投資の利回りはさらに低下し、東京の一極集中による物件の淘汰は一層加速

化するものと思われます。そのような状況下におきまして当社は、不動産投資業務のさらなる強化と周辺業務への

進出を模索することにより、収益の獲得に努めてまいります。 

 以上により、平成30年３月期の通期業績予想につきましては、営業収益966,368千円（前期比26.2％増）、営業

利益25,348千円（前年同期は営業損失23,071千円）、経常利益6,991千円（前年同期は経常損失27,661千円）、当

期純利益5,880千円（前年同期は当期純損失49,882千円）を見込んでおります。

 

(5）継続企業の前提に関する重要事象等 

 当事業年度において当社は、当期純損失を計上し、営業キャッシュ・フローもマイナスとなったため、継続企業

の前提に関する重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。当社は当該状況を解消すべく、

新たなサービス開発や顧客開拓に努め、当社の強みである金融・不動産を軸としたサービス力を高めて、お客さま

に対し付加価値の高い提案・サービス提供を行い、企業価値・株主価値の向上を目指してまいります。

 ファイナンシャル・アドバイザリー事業においては、当社の有する金融サービス力をその事業の拡大に活かせる

ような新たな顧客開拓に努めるとともに、不動産投資業務への取り組み一層を強化・拡充し、事業領域の拡大、サ

ービスの多様化を図っていく所存であります。

 当社では、以上のような事業展開を進めていく方針であり、その過程において営業キャッシュ・フローについて

も改善を見込んでいること、また当該事業を展開するに十分な現預金を有していることから、継続企業の前提に関

する重要な疑義を生じさせるような事象又は状況を解消することが可能であると考えており、現時点において継続

企業の前提に関する重要な不確実性は認められないと判断しております。
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２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

 当社の業務は現在日本国内に限定されており、海外での活動がないことから、当面は日本基準を採用することとして

おりますが、今後の外国人株主比率の推移及び国内他社のＩＦＲＳ（国際財務報告基準）採用動向を踏まえつつ、ＩＦ

ＲＳ適用の検討をすすめていく方針であります。
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３．財務諸表及び主な注記

（１）貸借対照表

    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(平成28年３月31日) 
当事業年度 

(平成29年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 371,287 326,332 

営業貸付金 143,800 260,700 

営業未収入金 3,185 2,223 

販売用不動産 246,997 270,777 

仕掛販売用不動産 98,750 － 

有価証券 1,002 － 

前渡金 1,500 － 

前払費用 1,674 2,785 

その他 5,958 － 

流動資産合計 874,157 862,819 

固定資産    

有形固定資産    

建物 4,300 3,779 

減価償却累計額 △1,897 △1,702 

建物（純額） 2,403 2,077 

工具、器具及び備品 3,037 3,705 

減価償却累計額 △2,877 △3,084 

工具、器具及び備品（純額） 159 620 

有形固定資産合計 2,563 2,698 

無形固定資産    

電話加入権 88 88 

ソフトウエア 45 － 

無形固定資産合計 134 88 

投資その他の資産    

投資有価証券 20,000 1,090 

差入保証金 2,417 2,417 

投資その他の資産合計 22,417 3,508 

固定資産合計 25,115 6,294 

資産合計 899,272 869,114 

負債の部    

流動負債    

未払金 8,240 10,402 

短期借入金 143,000 149,140 

未払法人税等 3,417 1,573 

未払消費税等 － 8,606 

前受金 4 998 

預り金 641 743 

流動負債合計 155,304 171,464 

固定負債    

長期預り保証金 － 3,639 

固定負債合計 － 3,639 

負債合計 155,304 175,103 
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    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(平成28年３月31日) 
当事業年度 

(平成29年３月31日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 452,697 452,697 

資本剰余金    

資本準備金 487,497 487,497 

資本剰余金合計 487,497 487,497 

利益剰余金    

その他利益剰余金    

繰越利益剰余金 △171,445 △221,327 

利益剰余金合計 △171,445 △221,327 

自己株式 △24,780 △24,856 

株主資本合計 743,968 694,010 

純資産合計 743,968 694,010 

負債純資産合計 899,272 869,114 
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（２）損益計算書

    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

営業収益    

業務収益 407,149 765,828 

営業収益合計 407,149 765,828 

営業原価    

業務原価 259,015 642,290 

営業原価合計 259,015 642,290 

営業総利益 148,134 123,537 

営業費用    

販売費及び一般管理費    

役員報酬 26,052 29,685 

給料及び手当 37,020 40,243 

法定福利費 8,720 9,046 

減価償却費 807 579 

地代家賃 6,712 6,901 

支払報酬 11,135 14,077 

支払手数料 17,940 7,606 

その他 27,413 38,469 

販売費及び一般管理費合計 135,802 146,609 

営業費用合計 135,802 146,609 

営業利益又は営業損失（△） 12,331 △23,071 

営業外収益    

受取利息 75 10 

雑収入 16 2 

営業外収益合計 91 13 

営業外費用    

支払利息 1,632 4,583 

雑損失 1 20 

営業外費用合計 1,634 4,603 

経常利益又は経常損失（△） 10,788 △27,661 

特別損失    

投資有価証券評価損 － 19,409 

違約金 － 2,520 

特別損失合計 － 21,929 

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 10,788 △49,590 

法人税、住民税及び事業税 1,791 291 

法人税等合計 1,791 291 

当期純利益又は当期純損失（△） 8,997 △49,882 
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（３）株主資本等変動計算書

前事業年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日)

              (単位：千円) 

  株主資本 

純資産合計 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本合
計 

  

資本準備金 
資本剰余金
合計 

その他利益
剰余金 

利益剰余金
合計 

  
繰越利益剰
余金 

当期首残高 452,697 487,497 487,497 △180,442 △180,442 △24,780 734,971 734,971 

当期変動額                 

当期純利益       8,997 8,997   8,997 8,997 

当期変動額合計 － － － 8,997 8,997 － 8,997 8,997 

当期末残高 452,697 487,497 487,497 △171,445 △171,445 △24,780 743,968 743,968 

 

当事業年度(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日)

              (単位：千円) 

  株主資本 

純資産合計 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本合
計 

  

資本準備金 資本剰余金
合計 

その他利益
剰余金 

利益剰余金
合計 

  
繰越利益剰
余金 

当期首残高 452,697 487,497 487,497 △171,445 △171,445 △24,780 743,968 743,968 

当期変動額                 

当期純利益       △49,882 △49,882   △49,882 △49,882 

自己株式の取得           △75 △75 △75 

当期変動額合計 － － － △49,882 △49,882 △75 △49,958 △49,958 

当期末残高 452,697 487,497 487,497 △221,327 △221,327 △24,856 694,010 694,010 
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（４）キャッシュ・フロー計算書

    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 10,788 △49,590 

減価償却費 807 579 

受取利息及び受取配当金 △75 △10 

支払利息 1,632 4,583 

営業債権の増減額（△は増加） △2,156 962 

たな卸資産の増減額（△は増加） △165,333 74,970 

未払金の増減額（△は減少） 1,557 2,162 

未払消費税等の増減額（△は減少） － 14,565 

営業貸付金の増減額（△は増加） 58,300 △116,900 

投資有価証券評価損益（△は益） － 19,409 

違約金   2,520 

その他 △6,922 4,889 

小計 △101,401 △41,859 

利息及び配当金の受取額 75 10 

利息の支払額 △1,427 △4,705 

法人税等の支払額 △164 △1,779 

法人税等の還付額 422 － 

違約金の支払額 － △2,520 

営業活動によるキャッシュ・フロー △102,497 △50,853 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 － △668 

投資有価証券の取得による支出 － △500 

投資活動によるキャッシュ・フロー － △1,168 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

借入れによる収入 143,000 339,500 

借入金の返済による支出 △83,935 △333,360 

自己株式の取得による支出 － △75 

財務活動によるキャッシュ・フロー 59,065 6,064 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △43,432 △45,957 

現金及び現金同等物の期首残高 415,722 372,290 

現金及び現金同等物の期末残高 372,290 326,332 
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（５）財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

 該当事項はありません。

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用） 

 法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応

報告第32号 平成28年６月17日）を第１四半期会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得する建物附属設備

及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。なお、財務諸表へ与える影響はありませ

ん。

 

（持分法損益等）

     該当事項はありません。

 

（セグメント情報）

          当社は金融サービス事業のみの単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

（１株当たり情報）

 

前事業年度

   （自 平成27年４月１日

    至 平成28年３月31日）

当事業年度

   （自 平成28年４月１日

    至 平成29年３月31日）

 １株当たり純資産額  95円22銭  88円82銭

 １株当たり当期純利益金額又は１株

 当たり当期純損失金額（△）
 1円15銭  △6円38銭

 （注）１．前事業年度の潜在株式調整後１株当たり当期純損失金額については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。また、当事業年度の潜在株式調整後１株当たり当期純損失金額は、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

    ２．１株当たり当期純利益又は当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

    ３. 当社は、平成28年９月１日付けで普通株式１株につき３株の株式分割を行っております。これに伴い前事

業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して「１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失

金額」を算定しております。

 
前事業年度

(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当事業年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損

失金額
   

当期純利益金額又は当期純損失金額（△）（千円） 8,997 △49,882

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益金額又は当期純損失金額

（△）（千円）
8,997 △49,882

期中平均株式数（株） 7,813,509 7,813,433

 

（重要な後発事象）

     該当事項はありません。
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